
 

①9月 19日、21人の参加で区内の入札業者 89社と懇談し

ました。今回の訪問で面談・懇談できた企業が 50 社

（56％）、不在が 32社（36%）、お断り 7社（8%）でした。

確認書は４社と取り交わすことが出来ました。 

②今回の懇談の第一の目的は、実施された渋谷区公契約条

例を遵守する立場を互いに確認し、もう一歩進んで渋谷

地域を代表する建設労働組合と企業・業界とで「公契約

条例を遵守する確認書」の締結を取り交わすことでした。 

③もう一点は、いま建設産業再生の最大の課題となってい

る「社会保険加入対策」として「法定福利費を保障」し

ていく「標準見積書」請求運動に対し、組合と企業・業

界とで取り組んでいくことを確認し、「賃上げと標準見

積書請求運動を遵守する」確認書を組合と企業とで取り

交わすことでした。 

 公契約条例に対して、ほとんどの企業が「条例は理解し

ておりきちんと守る」との回答が多数でした。 

中堅ゼネコンの経営者は、「東北地方の復興に職人が取

られ、これから東京オリンピックに向け東京を中心に大規

模工事が集中するが、技術者がいなければ工事は進まない。

技術者は年々高齢化している。後継者・技術者を育ててい

かないとこの業界はパンクする」「国交省が提案する賃上

げと、社会保険加入はさけて通れない課題だと思う」と話

され、さらに、「渋谷区の公契約条例は労働者の賃金を保

障する制度として必要だと思う。組合とは立場は違うが、

条例の目的や趣旨については合意できることが多い」とい

う貴重な提案・話しをしていただきました。 

さらに、渋谷区の入札に対し「工事量が少ない」「入札

下限率が低すぎる。赤字になる工事もあり改善してほし

い」「労働者の賃金を上げるためには入札額も上げてもら

わないと業者はつぶれる」との声も出されました。 

これらの貴重な提案・要望に対し、組合としても積極的

に行政に提案していきます。 

 

 

 

  社会保険加入のため「法定福利費を確保する『標準見

積書請求』」運動は、９月２６日から一斉開始となりま

した。㈱フジタは「受け入れ態勢できた」と回答され、

東急建設㈱は「１次・２次協力会社に指導」と回答され

ました。しかし、大手ゼネコン企業各社も「いつから実

施するとは確約しておらず、他社の様子見」という状態

です。 

仲間からの聞き取りでも「元請、一次業者からも『何

の連絡も、話しもない』」という声が上がっており、元

請企業の責任ある積極的姿勢と行動が求められていま

す。 

また、「知らない、わからない」と回答した企業も多

く、情報の普及、広報活動が急がれます。 

 

単価引き上げは㈱フジタは「藤光会で検討している」と

の回答でしたが、型枠大工・左官など職人不足から賃金が

上がっている職種も出ていますが、全体として「賃金は上

がっていない。上げていない」という回答が多く横ばいと

いう状態でした。 

国交省が 13 年度引き上げた設計労務単価の効果はほと

んど現れていません。 

 

 

組合に対し「東京土建のことはよく知っている」という

事業所がおおく、Ａ社の社長との懇談で、東京土建につい

て「一人親方・職人の組合では？」という認識でした。 

《東京土建渋谷支部の現在は・・・・》 

現在、東京土建渋谷支部は組織人数２７００人を突破し、

内法人事業所は 500 社を超え、労働者・職人はもとより法
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人社長もたくさん加入しています。業種はさまざまです。 

働き先は、昔の町場は減少し、ゼネコン、住宅企業、不

動産関係のデベロッパーの仕事、パワービルダー関係に従

事する法人事業所と労働者が増加しています。 

また、渋谷支部の特徴として、設計士・設計事務所から

の加入が多く８００人を超えており、組合の３割を占め、

仕事確保運動に大きな役割を発揮しています。 

 

 

 東京土建は、技術者養成を組合独自に取り組むため東京

都認可の短期大学「東京建築カレッジ」を運営しており、

毎年 30 人を超える技術者を世に送り出しています。 

 また、東京都認可のもと職業訓練法人「東京土建技術セ

ンター」も運営し、作業主任講習、２級建築士準備講座な

ど実施しています。       

 

 

 社会保険加入義務は、待ったなしの取り組みとなってい

ます。建設業許可・経営審査時には「社会保険加入の審査

が行われ、未加入企業に対しては『加入指導』」が強化さ

れています。 

 東京土建が運営する土建国保は、厚生年金とセットでき

ます。また、雇用保険、労災保険・一人親方労災の加入手

続きも組合で加入することが出来ます。 

 社会保険加入を検討されている事業所は、組合で健康保

険と厚生年金、労災保険と雇用保険など必要な保険加入の

手続きを全て行うことが出来ます。 

 

また、これから会社が負担する「法定福利費を元請や施

主に請求する『標準見積書』請求」運動に向け、「会社や

下請が負担する法定福利費の計算の仕方・請求書の作り

方」についても組合で相談受付中です。是非ご連絡下さい。 

 

 

 

 

 

日時／１０月２２日(火) 

PM７時～  

会場／東京土建渋谷支部会館   


